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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月 平成31年３月

売上高 (千円) 2,351,918 3,563,936 2,128,757 2,217,050 1,916,301

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) 366,266 444,063 △30,321 27,773 12,169

当期純利益又は当期純損
失（△）

(千円) 390,825 304,113 △63,154 29,673 8,793

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 155,575 155,575 187,979 187,979 100,000

発行済株式総数 (株) 27,261 27,261 38,381 38,381 38,381

純資産額 (千円) 648,070 952,184 916,409 946,082 954,876

総資産額 (千円) 994,487 1,300,028 1,180,954 1,259,453 1,174,199

１株当たり純資産額 (円) 23,719.38 34,875.00 25,731.73 26,564.91 26,811.83

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
－ － － － －

(　　－) (　　－) (　　－) (　 －) (　 －)

１株当たり当期純利益金
額又は当期純損失金額
（△）

(円) 14,336.42 11,155.61 △2,306.93 833.18 246.92

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 65.0 73.1 77.6 75.1 81.3

自己資本利益率 (％) 60.3 31.9 － 3.2 0.9

株価収益率 (倍) － － － － －

配当性向 (％) － － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 330,847 561,710 △226,361 55,718 △4,396

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △33,028 △21,098 △2,048 △20,652 △2,191

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － 27,379 － －

現金及び現金同等物の期
末残高

(千円) 491,239 1,034,741 833,618 866,956 860,424

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
28 35 33 34 27

(　4) (　7) (　7) (　6)  ( 10)

株主総利回り (％) － － － － －

最高株価 (千円) － － － － －

最低株価 (千円) － － － － －
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、第15期、第17期から第19期は該当事項がなく、第16期は当社

が有していたすべての関連会社は、利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であったため

記載を省略しております。

３　第15期から第19期の株価収益率については、当社は非上場となり株価の算出が出来ないため、記載しており

ません。

４　第15期及び第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高があります

が、当社は非上場となり株価の算出が出来ないため、記載しておりません。また、第17期から第19期につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ５　第17期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。

　　 ６　株主総利回り、最高株価及び最低株価については、当社は非上場でありますので、記載しておりません。
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２ 【沿革】
 

年月 事項

平成12年７月 インターネットの情報提供サービス事業を目的とし、資本金13,000千円にて東京都渋谷区恵比寿

南に設立。

平成12年８月 Webの制作・開発等を開始。（ソリューション事業）

平成14年３月 本店を東京都港区麻布台に移転。

平成14年６月 インターネットを利用した広告販売を開始（無料懸賞くじ付メール「当たる！？くじメー

ル」）。

平成16年10月 本店を東京都中央区日本橋本町に移転。

平成17年４月 「住空間」を総合プロデュースする自社セレクトブランド「brava」を開始。（ライフスタイル

事業）

平成18年８月 札幌証券取引所アンビシャスに上場。

平成18年11月 ※情報セキュリティコンサルティングを主な事業とする㈱イーズワンを設立。

平成19年９月 ライフスタイル事業、※子会社イーズワンのコンサルティング事業より撤退。

平成19年10月 ＳＥホールディングス・アンド・インキュベーションズ㈱へ第三者割当増資を実施。同社の連結

子会社となる。

平成19年12月 ※子会社イーズワンを解散。

平成21年４月 株式会社モバイル・アフィリエイトを吸収合併し、商号を株式会社ＳＥメディアパートナーズへ

変更。アフィリエイト事業と広告代理事業を受入。

本社を東京都千代田区五番町に移転。

平成21年９月 ソリューション事業より撤退。

平成21年11月 アドネットワークサービス「Mobile Ad Integrated Station(MAIST:マイスト)」を開始。

平成22年４月 アドネットワーク事業（旧アフィリエイト事業）と広告代理事業をインターネット広告事業へ統

合。

平成22年５月 自己株式の公開買付が成立し、ＳＥホールディングス・アンド・インキュベーションズ㈱より独

立。

平成22年７月 商号をアキナジスタ株式会社に変更。

平成22年９月 株式会社ピージーオーを吸収合併。SAP事業参入。

平成23年２月 本社を東京都千代田区九段南に移転。

平成23年４月 アドネットワーク事業部をインターネット広告事業部より分離。

平成23年10月 インターネット広告事業部をスマートフォンマーケティング事業部に名称変更。

平成23年12月 SAP事業より撤退。

平成24年４月 FC2 Investment,LLC を割当先とし、第三者割当増資を実施。

平成24年７月 アドネットワーク事業部とスマートフォンマーケティング事業部を統合し、インターネットマー

ケティング事業部に名称変更。

平成25年８月 札幌証券取引所アンビシャスの上場廃止。

平成25年11月 スマートフォンアドプラットフォームサービス「TAP ONE（タップワン）」を開始。

平成26年３月 株式会社主婦と生活社と協業で恋愛ゲーム「JUNONBOYをプロデュースっ♪」の提供を開始。

平成27年１月 本社を東京都千代田区九段北に移転。

平成27年７月 アドネットワーク事業部をインターネットマーケティング事業部より分離。

平成29年３月 FC2 Investment,LLC による新株予約権の行使により同社の子会社となる。
 

(注) 　※は連結子会社に係る事項であります。
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３ 【事業の内容】

平成31年３月31日現在の当社の企業集団は、当社のみで構成され、アドネットワーク事業、広告代理事業及び自社

メディア事業を主な事業として取り組んでおり、この区分はセグメントと同一であります。

 

(1) アドネットワーク事業

 ①『MAIST（マイスト）』（クリック課金アドネットワーク）

MAIST（マイスト）は、スマートフォン分野を中心とするアドネットワークサービスで、クリック課金ベースでの

料金体系であり、費用対効果の高い広告を提供しております。

 ②『AAA（トリプルエー）』（アフィリエイトネットワーク）

AAA（トリプルエー）は、インターネット広告を掲載することのできる多数のサイトの集合体（ネットワーク）に

対して自動的に広告を配信しております。また完全成果報酬型（アフィリエイト）の料金体系であり、費用対効果

の高い広告を幅広く提供しております。

 ③『TAP ONE（タップワン）』（スマートフォンアドプラットフォーム）

TAP ONE（タップワン）は、最新のアドテクノロジーの搭載を目指したスマートフォンアドプラットフォームであ

ります。リターゲティング機能や細かいセグメント配信等を駆使し、高い広告効果を提供しております。

 
(2) 広告代理事業

　広告代理事業は、モバイル分野における純広告販売の他、アドネットワーク等の販売を行なっております。

 
(3) 自社メディア事業

 ①『eyebook（アイブック）』

30代～50代の男性をターゲットにした格闘技・スポーツ等のコミックコンテンツを充実させた電子書籍を配信し

ております。

　 ②『JCnews（ジェイシーニュース）』

アニメやマンガなど日本のポップカルチャーをはじめ様々なニュースを提供するスマートフォン向けニュース配

信アプリの運営をしております。
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以上述べた事業の内容を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

 

名称 住所 資本金
主要な

事業の内容

議決権の所有

(又は被所有）

割合(％)

関係内容

(親会社)

FC2 Investment,LLC
米国ネバダ州ラスベガス 100,000ドル 投資事業 （62.45） 当社親会社

 

(注) 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

 
 
 
５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

(平成31年３月31日現在)

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

27(10) 34.0 4.9 5,423
 

 

セグメントの名称 従業員数(人)

アドネットワーク事業
14
(3)

広告代理事業
4
(1)

自社メディア事業
3
(5)

全社(共通)
6
(1)

合計
27
(10)

 

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

４　全社(共通)は、総務経理等の管理部門及び技術開発等の情報システム部門の従業員であります。

 

(2) 労働組合の状況

当社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

    文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 
(1)会社の経営の基本方針

当社の経営基本方針は、主力事業であるインターネット広告事業に経営資源を集中させ、自社サービスの差別化

を推進することにより、ステークホルダーの利益最大化を目指しております。

 
(2)目標とする経営指標

当社は、より収益性の高い目指しておりますので重要視している経営指標は、営業利益であります。

 

(3)経営環境

当社が主力事業を展開するインターネット広告市場が引き続き成長し、2018年におけるインターネット広告費は

1,758,900百万円（前年比116.5％）と動画広告や運用型広告を中心に順調に成長を続けており（注１）、そのうち

モバイル広告費が、初めて1兆円を突破するなど、今後も市場規模の拡大が予想されております（注２）。

　しかしながら、高成長期に高い市場地位を獲得しようとする競争が激化し、より一層の競争力強化が求められて

おります。

 
（注１）出所「2018年 日本の広告費」株式会社電通

　（注２）出所「2018年 日本の広告費 インターネット広告媒体費 詳細分析」株式会社D2C/株式会社サイバーコ

ミュニケーションズ/株式会社電通

 

(4)対処すべき課題

当社が事業を営むインターネット業界においては、インターネット広告市場が順調に成長を続けている一方、成

長率は鈍化しており、アドネットワーク広告市場は顕著に衰退している事が見受けられます。また、アドフラウド

問題への対処などを含め、インターネット広告業界全体において、高いコンプライアンス意識が求められていま

す。

第20期事業年度につきましては、上記の課題に鑑みて、主力事業であるアドネットワーク事業の依存から脱却す

べく、様々な新規事業に取り組み続けることによって、将来にわたる収益基盤の改善を行い、持続的な成長に繋げ

てまいります。

 
２ 【事業等のリスク】

以下には、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。また、

当社として必ずしも特に重要なリスクとして考えていない事項についても、投資判断の上で、あるいは当社の事業活

動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資家及び株主に対する積極的な情報開示の観点から記載して

おります。

　なお、以下の記載における将来に関する事項は、当事業年度末時点において、当社が、想定される範囲内で記載し

たものであり、全てのリスク要因が網羅されているわけではありません。

 

(1)事業環境の変化について

インターネット（特にスマートフォン）関連分野における技術革新の進展は著しく、当社が現在利用している技

術や手法が急激に変化する事も予想されます。そのような変化に対応すべく日々業界動向、技術革新、顧客ニーズ

の変化等の情報収集を進めておりますが、このような変化に対応しきれない場合、また対応するために多大な時間

を要した場合には競争力が低下し、業績が悪化する可能性があります。

 

(2)法令及び公序良俗に違反する広告及びサイトに対する規制について

　当社が運営しているインターネット広告サービスは、数多くのメディア、パートナー（以下「サイト運営者」と

いう）へ広告を委託しており、広告手法、内容についてはサイト運営者の裁量に任せる部分が多く、法令や公序良

俗に反する広告が掲載されてしまう可能性があります。当社といたしましては、広告主及びサイト運営者の各種登

録時の審査や運営規約上の制限を設けて、広告及びサイト運営者のサイトの内容についての管理を実施しておりま
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す。また、当社の社員が定期的に既に登録されているサイト運営者のサイトのモニタリングを行い、掲載内容など

規約の遵守状況を監視しており、もし規約に違反する行為が発見された場合には、警告や契約解除などの措置を

とっております。

　しかしながら、広告主並びにサイト運営者が法令や公序良俗に反する広告や商品・サービスの提供、コンテンツ

の掲載を継続する事により、当社サービスの信用が低下し、事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。さら

に、インターネット広告業界全体でこのような広告、サービス等が多発した場合、インターネット広告事業そのも

のの信用が低下し、インターネット広告業界全体の低迷により当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー(以下、「経営成績等」という。) の状況

の概要並びに経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

 
(1)経営成績

当社のアドネットワーク事業においては、アドネットワークの需要が衰退してきていることによって減収減益と

なった一方で、広告代理事業においては、高収益が見込まれるサービスへの注力および収益が見込めないサービス

の停止等の取捨選択が功を奏し、減収増益となりました。

　以上の結果、当事業年度における業績は、売上高1,916,301千円（前年比13.6％減）、営業利益15,796千円（前年

比45.9％減）、経常利益12,169千円（前年比56.2％減）、当期純利益8,793千円（前年比70.4％減）となりました。

　

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。なお、数値につきましてはセグメント間取引分相殺消去

前のものを記載しております。

 
（アドネットワーク事業）

　当セグメントにおいては、クリック保証型アドネットワーク「MAIST（マイスト）」及びスマートフォンアドプ

ラットフォーム「TAP ONE（タップワン）」、成果報酬型アドネットワーク「AAA（トリプルエー）」を中心とする

インターネット広告事業を運営しております。当事業年度においては、インフルエンサー広告やSNS広告等、配信手

法の多様化に伴ってアドネットワークの需要が減少してきたことにより、売上高は1,389,237千円（前年比7.1％

減）、セグメント利益（営業利益）は79,359千円（前年比18.6％減）と減収減益となりました。

 

（広告代理事業）

　当セグメントにおいては、モバイル分野における純広告販売の他、アドネットワーク等の販売を行っております

が、当事業年度においては、事業拡大のため継続的に新サービスを育成し、高収益を見込まれるサービスに注力し

た結果、売上高は510,199千円（前年比28.2％減）、セグメント利益（営業利益）は39,365千円（前年比25.9％増）

と減収増益となりました。

 

（自社メディア事業）

　自社メディア事業は、スマートフォン向け電子コミック配信サービス「eyebook（アイブック）」及び「JCnews

（ジェイシーニュース）」等、自社メディアの運営・開発を行っております。当事業年度においては売上高は

25,698千円（前年比0.2％増）となり、開発費の支出等が影響し、セグメント損失（営業損失）は32,224千円（前期

は27,157千円の営業損失）となりました。
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生産、受注及び販売の実績は、次のとおりであります。

①生産実績

該当事項はありません。

②受注実績

当事業年度の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

アドネットワーク事業 1,381,197 93.0 － －

広告代理事業 510,199 72.2 － －

自社メディア事業 24,904 98.2 － －

合計 1,916,301 86.4 － －
 

（注） １　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　　 ２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

 
③販売実績

当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

アドネットワーク事業 1,381,197 93.0

広告代理事業 510,199 72.2

自社メディア事業 24,904 98.2

合計 1,916,301 86.4
 

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前事業年度 当事業年度

販売高
（千円）

割合
（％）

販売高
（千円）

割合
（％）

株式会社バンダイナムコエンター
テインメント

－ － 216,243 11.3
 

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　前事業年度における株式会社バンダイナムコエンターテインメントに対する販売実績は総販売実績の10%未

満のため記載を省略しております。
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(2)財政状態

　（流動資産）

当事業年度末における流動資産は1,124,404千円（前事業年度末は1,202,319千円）となり、77,915千円減少い

たしました。これは、主として、売掛金が減少したことによるものであります。

（固定資産）

当事業年度末における固定資産は49,794千円（前事業年度末は57,133千円）となり、7,339千円減少いたしまし

た。これは、主として、減価償却によるものであります。

（流動負債）

当事業年度末における流動負債は219,322千円（前事業年度末は313,370千円）となり、94,047千円減少いたし

ました。これは、主として、買掛金が減少したことによるものであります。

（固定負債）

　当事業年度末における固定負債はありません。

 

（純資産）

当事業年度末における純資産は954,876千円（前事業年度末は946,082千円）となり、8,793千円増加いたしまし

た。これは、当期純利益の計上による繰越利益剰余金の増加によるものであります。

 
(3) キャッシュ・フロー

当事業年度におけるキャッシュ・フローについては、営業活動による4,396千円の減少、投資活動による2,191

千円の減少があった結果、現金及び現金同等物は6,531千円減少いたしました。

これらの結果、現金及び現金同等物の残高は、860,424千円（前年比0.8％減）となりました。各キャッシュ・

フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により支出した資金は、4,396千円の減少（前年は55,718千円の増加）となりました。これは主に、

仕入債務の減少によるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により使用した資金は、2,191千円の減少（前年は20,652千円の減少）となりました。これは主に、敷金

の差入による支出によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当期は財務活動を行わなかったため、財務活動によるキャッシュ・フローはございません。

 
(資本の財源及び資金の流動性)

当社の運転資金及び設備投資等資金は、主として営業活動によるキャッシュ・フローである自己資金により充当

し、必要に応じて金融機関からの借入を実施することを基本方針としております。

この方針に従い、当会計期間における運転資金及び設備投資資金については、自己資金により充当しました。

今後の資金需要のうち、主なものは、運転資金の他、設備投資やM&A等の戦略的投資等であります。これらの資金

についても、基本方針に基づき、主に自己資金により充当する予定でありますが、必要に応じて金融機関からの借

入を実施する等、負債と資本のバランスに配慮しつつ、必要な資金を調達してまいります。

 
４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資の総額は339千円であり、セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりであり

　　ます。

 
(1) 広告代理事業

当事業年度の主な設備投資は、情報機器の購入であり総額155千円の投資を実施しました。

 なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

 

(2) 自社メディア事業

当事業年度の主な設備投資等は、情報機器の購入であり総額184千円の投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　　平成31年３月31日現在

事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業

員数

(人)
建物附属

設備

工具、器具

及び備品

ソフト

ウェア
その他 合計

本社

(東京都千代田区)
全社共通 本社機能 4,324 1,080 1,125 81 6,611

6

（1）

本社

(東京都千代田区)

アドネットワー

ク事業
ソフトウェア等 ― 0 ― 60 60

14

（3）

本社

(東京都千代田区)
広告代理事業 ソフトウェア等 ― 104 319 ― 423

4

（1）

本社

(東京都千代田区)

自社メディア事

業
ソフトウェア等 ― 437 ― ― 437

3

（5）
 

(注）１　上記の金額には消費税等を含めておりません。

２　従業員数の（　）は、臨時従業員数を外書しております。

３　本社事務所を賃借しております。年間賃借料は24,866千円であります。

４　上記の他、主要な設備のうち他の者から賃借している設備はありません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

　　　該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 75,000

計 75,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成31年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(令和元年６月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,381 38,381 ―
単元株制度を採用しておりませ
ん。

計 38,381 38,381 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年３月24日
（注１）

11,120 38,381 32,403 187,979 32,403 87,979

平成30年８月31日
（注２）

－ 38,381 △87,979 100,000 － 87,979

 

(注１） 第９回新株予約権の権利行使による増加であります。

(注２)　会社法第447条第1項の規定に基づき、資本金を減少させ、その他資本剰余金に振り替えたものであります。
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(5) 【所有者別状況】

平成31年３月31日現在

区分

株式の状況

政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品

取引業者
その他の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数(人) ― ― ― 4 1 1 913 919

所有株式数

(株)
― ― ― 123 22,242 35 15,981 38,381

所有株式数の

割合(％)
― ― ― 0.32 57.95 0.09 41.64 100.00

 

（注）自己株式2,767株は、「個人その他」に含まれております。

 

(6) 【大株主の状況】

平成31年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に対
する所有株式数
の割合(％)

FC2 Investment, LLC
101 CONVENTION DRIVE ＃777 LAS VEGAS NV
89109 USA

22,242 62.45

地村　正廣 滋賀県高島市 1,100 3.08

稲葉　京太郎 兵庫県宝塚市 591 1.65

内田　善紀 愛知県名古屋市西区 500 1.40

橘　尚吾 東京都八王子市 444 1.24

駒村　晃子 東京都杉並区 413 1.15

鶴見　達也 東京都町田市 386 1.08

戸塚　剛 静岡県掛川市 340 0.95

清水　博行 徳島県徳島市 253 0.71

井上　克日己 静岡県駿東郡 250 0.70

計 ― 26,519 74.46
 

 (注) １.発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点第3位以下を切り捨てにして

おります。

　　　２.当社は自己株式を2,767株（7.20％）保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成31年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 2,767
 

－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

35,614 －
35,614

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 38,381 － －

総株主の議決権 － 35,614 －
 

 

 

② 【自己株式等】

　平成31年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
東京都千代田区
九段北3-2-5

2,767 ― 2,767 7.2アキナジスタ
株式会社

計 ― 2,767 ― 2,767 7.2
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２ 【自己株式の取得等の状況】

 

 

【株式の種類等】普通株式

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株) 処分価額の総額(千円) 株式数(株) 処分価額の総額(千円)

引き受ける者の募集
を行った取得自己株
式

― ― ― ―

消却の処分を行った
取得自己株式

― ― ― ―

合併、株式交換、会
社分割に係る移転を
行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（―） ― ― ― ―

保有自己株式数 2,767 ― 2,767 ―
 

 
３ 【配当政策】

当社では、将来における安定的な企業成長と経営環境の変化に対応するために必要な内部留保を勘案のうえ、経営

成績や経営環境を鑑み、株主の皆様への利益還元を行なうことを基本方針としております。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、将来の事業展開と財務体質強化のため、誠に遺憾ながら無配としてお

ります。今後の配当につきましては、財務体質及び経営基盤の健全化を図り、ご期待に沿うべく業績向上を目指し、

上記の基本方針に従い、随時検討してまいります。

なお当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本的な方針としております。配当の決定

機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配

当を行うことができる旨を定款に定めております。
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

 
①　企業統治に関する事項

イ　企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

当社における企業統治の体制は、監査機能を行なう者が代表取締役選任権を持って実効的な監査を行う観点か

ら、取締役会、監査等委員会を設置しております。取締役会が重要な業務執行の決定と取締役の職務執行の監督

を行なうとともに、委員の過半数が社外取締役で構成される監査等委員会が職務執行の適法性・妥当性の監査を

行なっております。

 

ロ　内部統制システムの整備の状況

当社における内部統制システムの基本方針の概要は下記のとおりであります。

　（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　①当社は、企業としての社会的信頼に応え、企業倫理・法令遵守の基本方針を明確にするため、全役職員を対

象とした行動指針及び規範としてコンプライアンス規程及び社員倫理規程を定め、それを全役職員に徹底さ

せるとともに、全役職員が、企業市民の一員として、社会的な倫理の上に事業活動を行うことを誓う。

　②取締役及び使用人は、法令及び定款並びに企業倫理の遵守を率先垂範して行うとともにコンプライアンス経

営の維持・向上に積極的に努めるものとする。

　③当社は、コンプライアンスを推進する組織としてコンプライアンス委員会を設置し、役職員に対するコンプ

ライアンスの研修を実施するとともにコンプライアンス規程等の見直しを行うほか、コンプライアンスの強

化及び企業倫理の浸透を図る。

　④法令・諸規則及び規程に反する行為等を早期に発見し是正することを目的とする社内報告体制として、社内

及び社外窓口を直接の情報受領者とする内部通報システムを整備し、内部通報規程に基づきその運用を行

う。

　⑤コンプライアンス委員会は、当社のコンプライアンス状況・業務の適正性に係る施策を実施する。コンプラ

イアンス委員会はその結果を、適宜、監査等委員会及び代表取締役に報告するものとする。

　⑥監査等委員である取締役は、当社の法令遵守体制に問題があると認めるときは、業務執行取締役に対し助言

又は勧告を行うものとする。

　⑦取締役及び使用人は、当社において、反社会的勢力との関係断絶及び不当要求への明確な拒絶のための体制

を構築し、推進するものとする。

　（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　①取締役及び使用人は、株主総会議事録、取締役会議事録、重要な意思決定に関する文書等（電磁的記録を含

む。以下同じ。）その他取締役の職務の執行に係る重要な情報を法令及び文書管理規程に従い適切に保存・

管理するものとする。

　②上記の文書等は、取締役が必要に応じて閲覧可能な状態を維持するものとする。

　③当社は、個人情報を含む情報の保護・保存のみならず、情報の活用による企業価値向上を含めた情報セキュ

リティ・ガバナンス体制を構築・推進する。

　（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　①リスク管理を統括する部門を経営管理部とし、リスク管理規程を定め、リスク管理体制の構築及び運用を行

う。

　②各事業部門は、それぞれの部門に関するリスクの管理を行い、リスク管理を統括する部門へ定期的にリスク

管理の状況を報告し、連携を図る。

　③経営上重要なリスクは、経営管理部において、当社全体の業務遂行上のリスクをそれぞれ網羅的・総括的に

管理する。また、必要に応じ、当該リスクの管理に関する規程の制定・ガイドラインの制定・研修活動の実

施等を行うものとする。

　（4）当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　①取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として月１回の定例取締役会及び

適宜臨時取締役会を開催し、重要事項に関して迅速に的確な意思決定を行う。

　②取締役会の決定に基づく業務執行については、組織役職規程、業務分掌規程及び決定権限規程において、そ

れぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細を規定し、それらを遵守した運用を行う。

　③当社は、当社の取締役及び使用人が共有すべき全社的目標を定め、代表取締役は、全社的目標達成のための
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具体的目標及び権限の適切な分配等、当該目標達成のための効率的な方法を定め、担当部署に具体的に指示

をする。

　（5）当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の他の取締

役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに監査等委員会の当該取締役及び使用

人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　①監査等委員会の職務は、監査等委員会事務局においてこれを補助する。同局による監査等委員会の補助業務

は、監査等委員会の意見を尊重して行うものとし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性

を確保するものとする。

　②監査等委員会事務局は、監査等委員会の職務を補助するに際しては、もっぱら監査等委員会の指揮命令に従う

ものとする。

　③監査等委員会に所属する使用人の人事異動、人事評価及び懲戒については監査等委員会に報告の上、監査等委

員会の意見を尊重して決定するものとする。

　④監査等委員会は、定期的に監査等委員会事務局と意見交換の機会を設け、相互の意思疎通及び情報交換がなさ

れるように努めるものとする。

　（6）当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人から報告を受けた者が当社の監査等委員会に

報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制及び監査等委員会への報告をしたことを理

由として不利な取扱いを受けないことを確保する体制

　①当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等委員会が事業の報告を求めた場合

又は業務及び財産の調査を行う場合は、迅速かつ的確に対応するものとする。

　②内部通報規程に基づき通報・相談を受けた社内窓口担当者は、その通報・相談内容が定款又は法令に違反

し、又は違反するおそれがある場合、監査等委員会に報告するものとする。

　③内部通報規程において、内部通報窓口に通報した者が解雇その他の不当な取扱いを受けないことを定め、運

用の徹底を図るものとする。通報を行った者及びその報告内容について情報管理体制を厳重に整備し、報告

を行った者が不利な取扱いを受けることを防止する。

　④経営管理部及び内部監査室は、定期的に監査等委員会に対し、当社における内部監査の結果その他活動状況

の報告を行うものとする。

（7）監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針

　　　監査等委員がその職務の執行について、当社に対し会社法第399条の２第４項に基づく費用の前払等の請求

をした場合、当該費用又は債務が監査等委員の職務の執行に必要でない場合を除き、速やかに当該費用又は

債務を処理する。

（8）監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　①監査等委員会は、定期的に代表取締役社長及び会計監査人と意見交換の機会を設け、相互の意思疎通及び情

報交換がなされるよう努めるものとする。

　②監査等委員会は、必要に応じて、経営管理部、内部監査室、コンプライアンス委員会と意思疎通及び情報交

換を行い、監査の実効性の向上を図るものとする。

　

ハ　非業務執行取締役、会計参与、又は会計監査人との間での会社法第427条第１項に規定する契約の締結の状況

非業務執行取締役近藤雅彦氏、新井健一郎氏及び中嶋長史氏との間において、定款の定め及び会社法第427

条第１項に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失

がないときは3,000千円と会社法第425条第１項各号の額の合計額とのいずれか高い額を限度とする契約を締

結しております。

　

②　内部監査及び監査等委員監査

当社では、全員社外取締役である監査等委員３名で監査等委員会を構成しております。監査等委員会で策定さ

れた監査方針ならびに監査計画に基づいて、取締役会等の重要な会議に出席し、取締役の職務執行を監査してお

ります。なお、監査等委員である近藤雅彦氏は財務及び会計に関する知見を相当程度有しております。

また社内監査制度として、内部監査室を設置しております。内部監査担当者（１名）は、代表取締役社長によ

り直接任命され、監査の結果を代表取締役社長に対し直接報告しております。

内部監査室・監査等委員会・公認会計士は、適時会合し、監査計画、監査結果等について情報を交換し、連携

により、適切な三様監査を執り行なう予定であります。

　

EDINET提出書類

アキナジスタ株式会社(E05610)

有価証券報告書

18/54



③　社外取締役

当社の社外取締役は３名であります。

社外取締役と当社の間には、人的関係、資本的関係及び取引関係その他利害関係はありません。

 
④  役員の報酬等

　   イ　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数
（名）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役（監査等委員を除
く。）
(社外取締役を除く。)

27,300 27,300 ― ― ― ２

取締役（監査等委員）
（社外取締役を除く。）

16,500 16,500 ― ― ― ３

社外役員 ― ― ― ― ― ―
 

 

　　 ロ　提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

　　　　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 
　　　ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

 

 

総額（千円）
対象となる役員の
員数（名）

内容

9,500 １ 事業部長、部長又はチームリーダーとしての職務に対する給与であります。
 

 

ニ 役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社は役員の報酬等の額の決定に関する方針を定めておりませんが、取締役報酬等の総額は株主総会におい

て決議しており、その上で個々の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬については、株主総会決

定の枠内で、他社の状況、従業員給与とのバランス、職責、在任年数、貢献度、勤務日数、会社業績等を勘案

し取締役会で討議決定しており、監査等委員である取締役の報酬等は株主総会決定の枠内で、取締役（監査等

委員である取締役を除く。）報酬とのバランス、在任年数、勤務日数、会社業績等を勘案し監査等委員の協議

によって決定しております。

 

⑤ 会計監査の状況

　業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

当社は、会計監査人として、東京芝公認会計士共同事務所　公認会計士　古嶋　裕一氏及び公認会計士　古屋

満喜男氏と監査契約を締結し、定期的な会計監査を受けるほか、会計上の課題については適宜確認して適正な会

計処理に努めております。業務を執行するのは、古嶋　裕一氏、古屋　満喜男氏であり、会計監査業務に係る補助

者は、公認会計士４名であります。

（審査体制）

　当社との間に公認会計士法に規定する利害関係が無く、かつ、当社の監査に関与していない他の公認会計士によ

り、意見表明のための審査を受けております。

 

⑥ 取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は４名以内、監査等委員である取締役は３名とする旨を定款

で定めております。

 

⑦ 取締役の選任の決議要件

当社の取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また取締役の選任決議は累積投票によらないも
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のとする旨も定款で定めております。

 

⑧ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

イ　自己の株式の取得

当社は、機動的な資本政策の遂行と株主への利益還元を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により取締

役会の決議によって、同条第１項に定める市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めて

おります。

ロ　中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第5項の規定により取締役会の決議によって、毎

年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し中間配当ができる旨を定款

で定めております。

ハ　取締役等の損害賠償責任の一部免除

当社は、取締役及び会計監査人が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第

１項の規定により、取締役会の決議をもって取締役（取締役であった者を含む。）及び会計監査人（会計監査人で

あった者を含む。）の同法第423条第１項の損害賠償責任に関し、法令の限度において、免除することができる旨を

定款に定めております。

 

⑨ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を可能とするため、会社法第309条第２項に定める決議について、株主総会におい

て議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権

の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。

 

EDINET提出書類

アキナジスタ株式会社(E05610)

有価証券報告書

20/54



 

(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

男性５名　女性０名　（役員のうち女性の比率　０％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

代表取締役

社長
小林　祐介 昭和58年９月11日生

平成14年４月 防衛省陸上自衛隊　入隊

平成16年４月 株式会社ロコモーション　入社

平成17年11月 株式会社CREレジデンシャル　入

社

平成20年８月 株式会社モバイル・アフィリエイ

ト入社

平成24年１月 当社アドネットワーク事業部長　

就任

平成24年７月 当社インターネットマーケティン

グ事業部長　就任

平成24年11月 当社取締役　就任

平成27年４月 当社インターネットマーケティン

グ事業部ゼネラルマネージャー　

就任

平成27年６月 当社代表取締役社長　就任（現

任）

平成27年９月 ゾディアックアジア株式会社

社外取締役就任（現任）

(注)2 9

取締役

情報システム部　ゼネラルマ

ネージャー

岩澤　雅史 昭和57年６月17日生

平成16年10月 株式会社ホームページシステム　

入社

平成21年８月 同社取締役　就任

平成22年８月 同社取締役　辞任

平成24年７月 当社顧問　就任

平成24年11月 当社取締役　就任（現任）

インターネットマーケティング事

業部エンジニアチームリーダー　

就任

平成27年４月 当社情報システム部ゼネラルマ

ネージャー　就任（現任）

(注)2 -

取締役

（監査等委員）
新井　健一郎 昭和56年５月15日生

平成20年12月 弁護士登録

平成21年１月 株式会社フロンティアマネジメン

ト入社

平成21年11月 衆議院議員柿沼正明事務所入所

（政策担当秘書）

平成23年３月 鳥飼総合法律事務所入所

平成26年６月 法律事務所フラッグ開設

平成26年６月 当社取締役就任

平成27年６月

 
当社取締役（監査等委員）就任

（現任）

平成28年４月 TH弁護士法人開設（現任）

(注)3 -

取締役

（監査等委員）
中嶋　長史 昭和52年10月３日生

平成13年４月 株式会社ヒットライズ入社

平成17年２月 有限会社ドットジェット代表取締

役就任

平成26年６月 当社取締役就任

平成27年６月 当社取締役（監査等委員）就任

（現任）

平成28年３月 株式会社デライト代表取締役就任

（現任）

(注)3 -

 

EDINET提出書類

アキナジスタ株式会社(E05610)

有価証券報告書

21/54



 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

取締役

（監査等委員）
近藤　雅彦 昭和52年６月13日生

平成13年４月 株式会社大塚商会入社

平成16年１月 株式会社サイバーエージェント入

社

平成22年１月 株式会社CyberCasting&PR取締役

就任

平成30年４月 株式会社ALEGO代表取締役就任

（現任）

平成31年１月 studio15株式会社代表取締役就任

（現任）

平成31年３月 IRIS株式会社代表取締役就任（現

任

平成31年４月 データアナリティクスラボ株式会

社代表取締役就任（現任）

令和元年６月 当社取締役（監査等委員会）就任

（現任）

(注)3 -

計 9
 　
(注) １　取締役新井健一郎、中嶋長史及び近藤雅彦の各氏は会社法第２条第16号に定める社外取締役であります。

２　監査等委員以外の取締役の任期は令和元年６月21日就任後、１年以内の最終の決算期に関する定時株主総会

の終結の時までであります。

３　監査等委員である取締役の任期は令和元年６月21日就任後、２年以内の最終の決算期に関する定時株主総会

の終結の時までであります。

 

②　社外役員の状況

当社の社外取締役は３名であります。

社外取締役と当社の間には、人的関係、資本的関係及び取引関係その他利害関係はありません。
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(3) 【監査の状況】

①　監査等委員監査の状況

当社では、全員社外取締役である監査等委員３名で監査等委員会を構成しております。監査等委員会で策定さ

れた監査方針ならびに監査計画に基づいて、取締役会等の重要な会議に出席し、取締役の職務執行を監査してお

ります。なお、監査等委員である冨田賢氏は財務及び会計に関する知見を相当程度有しております。

 
②　内部監査の状況

社内監査制度として、内部監査室を設置しております。内部監査担当者（１名）は、代表取締役社長により直

接任命され、監査の結果を代表取締役社長に対し直接報告しております。内部監査室・監査等委員会・公認会計

士は、適時会合し、監査計画、監査結果等について情報を交換し、連携により、適切な三様監査を執り行なう予

定であります。

 

③ 会計監査の状況

　a.業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

当社は、会計監査人として、東京芝公認会計士共同事務所　公認会計士　古嶋　裕一氏及び公認会計士　古屋

満喜男氏と監査契約を締結し、定期的な会計監査を受けるほか、会計上の課題については適宜確認して適正な

会計処理に努めております。業務を執行するのは、古嶋　裕一氏、古屋　満喜男氏であります。

 
b.会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士４名であります。

 
c.監査公認会計士等を選定した理由

     当社は、会計監査人の選定に際しては、当社の業務内容に対応して効率的な監査業務を実施することができる

     また、審査体制が整備されていること、監査日数、監査期間及び具体的な監査実施要領並びに監査費用が

　　　合理的かつ妥当であること、さらに監査実績などにより総合的に判断いたします。

 
　　　d.監査等委員及び監査等委員会による監査公認会計士等の評価

　　　当社の監査等委員会は、監査法人に対して評価を行っており、同法人による会計監査は、従前から適正に

　　　行われていることを確認しております。また、監査等委員会は会計監査人の再任に関する確認決議を

　　　しており、その際には日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の

　　　実務指針」に基づき、総合的に評価しております。

 
（審査体制）

　当社との間に公認会計士法に規定する利害関係が無く、かつ、当社の監査に関与していない他の公認会計士によ

り、意見表明のための審査を受けております。

 

　④　監査報酬の内容等

 a.監査公認会計士等に対する報酬

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

9,000 ― 9,000 ―
 

 

  　b.監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬(a.を除く)

該当事項はありません。
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 　c.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　　　該当事項はありません。

 
 　d.監査報酬の決定方針

　　　当社の規模、業務の特性及び監査日数等を勘案した上で決定しております。

 

　　 e.監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　　　　当社監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、

　　　　監査方法及び監査内容などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項及び

　　　　第３項の同意を行っております。
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(4) 【役員の報酬等】

該当事項はありません。
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(5) 【株式の保有状況】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、株式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当事業年度（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報のうち、改正府

令による改正後の財務諸表等規則８条の12第２項第２号及び同条第３項に係るものについては、改正府令附則第２条

第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成30年４月１日から平成31年３月31日ま

で)の財務諸表について、公認会計士古嶋裕一氏・公認会計士古屋満喜男氏により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成30年３月31日)
当事業年度

(平成31年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 866,956 860,424

  売掛金 292,626 188,757

  貯蔵品 51 44

  前払費用 3,675 4,047

  前払金 40,298 17,158

  預け金 - 60,000

  未収入金 - 13,963

  貸倒引当金 △1,288 △19,991

  流動資産合計 1,202,319 1,124,404

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物附属設備 11,297 11,297

    減価償却累計額 △5,898 △6,973

    建物附属設備（純額） 5,399 4,324

   工具、器具及び備品 42,611 42,951

    減価償却累計額 △40,291 △41,328

    工具、器具及び備品（純額） 2,320 1,622

   有形固定資産合計 7,719 5,947

  無形固定資産   

   ソフトウエア 2,553 1,444

   のれん 19,351 15,481

   電話加入権 81 81

   商標権 75 60

   無形固定資産合計 22,062 17,068

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,800 0

   敷金 19,303 21,155

   破産更生債権等 3,329 3,329

   繰延税金資産 6,248 5,622

   貸倒引当金 △3,329 △3,329

   投資その他の資産合計 27,351 26,778

  固定資産合計 57,133 49,794

 資産合計 1,259,453 1,174,199
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成30年３月31日)
当事業年度

(平成31年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 246,224 147,931

  未払費用 24,171 22,800

  未払法人税等 5,892 475

  未払消費税等 6,640 18,440

  前受金 10,526 12,640

  預り金 6,603 6,530

  賞与引当金 13,310 10,503

  流動負債合計 313,370 219,322

 負債合計 313,370 219,322

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 187,979 100,000

  資本剰余金   

   資本準備金 87,979 87,979

   その他資本剰余金 285,443 373,422

   資本剰余金合計 373,422 461,401

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 420,652 429,446

   利益剰余金合計 420,652 429,446

  自己株式 △35,971 △35,971

  株主資本合計 946,082 954,876

 純資産合計 946,082 954,876

負債純資産合計 1,259,453 1,174,199
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

当事業年度
(自 平成30年４月１日
　至 平成31年３月31日)

売上高 2,217,050 1,916,301

売上原価 1,868,297 1,550,793

売上総利益 348,753 365,508

販売費及び一般管理費 ※1  319,575 ※1  349,711

営業利益 29,177 15,796

営業外収益   

 受取利息 7 8

 償却債権取立益 22 22

 還付加算金 784 -

 営業外収益合計 814 30

営業外費用   

 為替差損 2,180 3,658

 その他 38 -

 営業外費用合計 2,218 3,658

経常利益 27,773 12,169

特別損失   

 投資有価証券評価損 2,200 1,799

 特別損失合計 2,200 1,799

税引前当期純利益 25,573 10,369

法人税、住民税及び事業税 2,148 950

法人税等調整額 △6,248 625

法人税等合計 △4,099 1,575

当期純利益 29,673 8,793
 

EDINET提出書類

アキナジスタ株式会社(E05610)

有価証券報告書

30/54



 

【売上原価明細書】

売上原価

 

  
前事業年度

(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

当事業年度
(自　平成30年４月１日
至　平成31年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　媒体費  1,761,578 94.3 1,441,268 93.0

Ⅱ　労務費  28,966 1.6 23,998 1.5

Ⅲ　外注費  62,217 3.3 57,647 3.7

Ⅳ　経費 ※ 15,535 0.8 27,879 1.8

　　当期総費用  1,868,297 100.0 1,550,793 100.0

　　期首仕掛品たな卸高  －    

合計  1,868,297  1,550,793  

　　期末仕掛品たな卸高  －  －  

　　他勘定振替高  －  －  

　　売上原価  1,868,297  1,550,793  

      
 

(注)

前事業年度
(自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

当事業年度
(自　平成30年４月１日
至　平成31年３月31日)

※　経費の主な内訳は、次のとおりであります。

減価償却費 971千円

販売促進費 2,030千円

業務委託料 7,723千円
 

※　経費の主な内訳は、次のとおりであります。

減価償却費 662千円

販売促進費 1,532千円

業務委託料 17,723千円
 

 

 

（原価計算の方法）

当社の原価計算は、実際個別原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日)

 
 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 187,979 87,979 285,443 373,422

当期変動額     

当期純利益 - - - -

資本金から剰余金へ

の振替
- - - -

当期変動額合計 - - - -

当期末残高 187,979 87,979 285,443 373,422
 

 

 

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 390,979 390,979 △35,971 916,409 916,409

当期変動額      

当期純利益 29,673 29,673 - 29,673 29,673

資本金から剰余金へ

の振替
- - - - -

当期変動額合計 29,673 29,673 - 29,673 29,673

当期末残高 420,652 420,652 △35,971 946,082 946,082
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 当事業年度(自 平成30年４月１日　至 平成31年３月31日)

 
 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 187,979 87,979 285,443 373,422

当期変動額     

当期純利益 - - - -

資本金から剰余金へ

の振替
△87,979 - 87,979 87,979

当期変動額合計 △87,979 - 87,979 87,979

当期末残高 100,000 87,979 373,422 461,401
 

 

 

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 420,652 420,652 △35,971 946,082 946,082

当期変動額      

当期純利益 8,793 8,793 - 8,793 8,793

資本金から剰余金へ

の振替
- - - - -

当期変動額合計 8,793 8,793 - 8,793 8,793

当期末残高 429,446 429,446 △35,971 954,876 954,876
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④【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

当事業年度
(自 平成30年４月１日
　至 平成31年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 25,573 10,369

 減価償却費 3,929 3,235

 のれん償却額 - 3,870

 投資有価証券評価損益（△は益） 2,200 1,799

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 288 18,703

 賞与引当金の増減額（△は減少） 447 △2,807

 受取利息及び受取配当金 △7 △8

 為替差損益（△は益） 1,728 △57

 売上債権の増減額（△は増加） △86,623 103,868

 たな卸資産の増減額（△は増加） △0 7

 仕入債務の増減額（△は減少） 28,501 △98,292

 預け金の増減額（△は増加） - △60,000

 未払消費税等の増減額（△は減少） 79,691 11,800

 その他 △15,387 6,329

 小計 40,340 △1,182

 利息及び配当金の受取額 7 8

 法人税等の支払額 - △3,222

 法人税等の還付額 15,369 -

 営業活動によるキャッシュ・フロー 55,718 △4,396

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,300 △339

 敷金の差入による支出 - △1,960

 敷金の回収による収入 - 108

 のれんの取得による支出 △19,351 -

 投資活動によるキャッシュ・フロー △20,652 △2,191

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 財務活動によるキャッシュ・フロー - -

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,728 57

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 33,337 △6,531

現金及び現金同等物の期首残高 833,618 866,956

現金及び現金同等物の期末残高 ※  866,956 ※  860,424
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

 　その他有価証券

   時価のないもの

     移動平均法による原価法を採用しております。

 

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　貯蔵品　　　最終仕入原価法を使用しております。

 

３　固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

　　定率法によっております。但し、平成10年4月1日以後取得の建物(建物附属設備を除く。)並びに平成28年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　建物附属設備　　　　　10年～15年

　　　工具、器具及び備品　　３年～10年

 

 (2) 無形固定資産

     　定額法によっております。

       なお、主な償却年数は次のとおりであります。

　　　　ソフトウェア(自社利用分)　５年(社内における利用可能期間)

　　　　のれん　　　　　　　　　　５年

　

４　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 
５　引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 (2) 賞与引当金

 従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に帰属する部分の金額を計上して

おります。

 
６　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 
７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 
（表示方法の変更）

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日。以下「税効果会計基準
一部改正」という。）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金
負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しました。
この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」6,248千円は、「投資その他の資
産」の「繰延税金資産」6,248千円に含めて表示しております。
また、税効果会計関係注記において、税効果会計基準一部改正第３項から第５項に定める「税効果会計に係る会計
基準」注解（注８）（評価性引当額の合計額を除く。）及び同注解（注９）に記載された内容を追加しております。
ただし、当該内容のうち前事業年度に係る内容については、税効果会計基準一部改正第７項に定める経過的な取扱い
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に従って記載しておりません。
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(損益計算書関係)

　　　　当事業年度における販売費に属する費用のおおよその割合は79.8％（前事業年度は77.3％）

　　　一般管理費に属する費用のおおよその割合は20.2％（前事業年度は22.7％）であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

当事業年度
(自 平成30年４月１日
至 平成31年３月31日)

役員報酬 38,700千円 43,800千円

給与手当 123,287千円 114,160千円

賞与引当金繰入額 12,831千円 10,503千円

減価償却費 2,958千円 2,573千円

貸倒引当金繰入額 288千円 18,703千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 38,381 － － 38,381
 

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 2,767 － － 2,767
 

 

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成30年４月１日　至　平成31年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 38,381 － － 38,381
 

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 2,767 － － 2,767
 

 

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　　該当事項はありません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成29年４月１日
至　平成30年３月31日)

当事業年度
(自 平成30年４月１日
至　平成31年３月31日)

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 866,956千円

現金及び現金同等物 866,956千円
 

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 860,424千円

現金及び現金同等物 860,424千円
 

 

 

(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用について短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入と増資（新株予約権を

含む）による方針です。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権は、取引先の信用リスクに晒されており、またグローバルに事業を展開していることから生じている外

貨建ての預金及び営業債権・債務は、為替の変動リスクに晒されております。信用リスクに関しては、当社の与信

管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を把握する体制を

とっています。

営業債務は、ほとんどが１年以内の支払期日です。また、営業債務は、流動性リスクに晒されていますが、当社

では、月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

 

２  金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

 

　　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価額に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。

 
前事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

(単位：千円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 866,956 866,956 -

(2) 売掛金 292,626 292,626 -

(3) 買掛金 246,224 246,224 -
 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、(2)売掛金、(3)買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

 

(注２)金銭債権の決算日後の償還予定額

(単位：千円)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

預金 866,631 - - -

売掛金 292,626 - - -

合計 1,159,257 - - -
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当事業年度（自　平成30年４月１日　至　平成31年３月31日）

(単位：千円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 860,424 860,424 -

(2) 売掛金 188,757 188,757 -

(3) 買掛金 147,931 147,931 -
 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、(2)売掛金、(3)買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

 

(注２)金銭債権の決算日後の償還予定額

(単位：千円)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

預金 860,256 - - -

売掛金 188,757 - - -

合計 1,049,014 - - -
 

 

(有価証券関係)

１　その他有価証券

前事業年度(平成30年３月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

 株式 - - -

小計 - - -

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

  株式 1,800 1,800 -

小計 1,800 1,800 -

合計 1,800 1,800 -
 

 

当事業年度(平成31年３月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

 株式 - - -

小計 - - -

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

  株式 0 0 -

小計 0 0 -

合計 0 0 -
 

 

２　減損処理を行った有価証券

前事業年度において、有価証券について2,200千円減損処理を行っております。

当事業年度において、有価証券について1,799千円減損処理を行っております。
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(退職給付関係)

　　　当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。

 

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 繰延税金資産

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当事業年度

(平成31年３月31日)

   貸倒引当金 1,413千円 7,522千円

　 賞与引当金 4,075千円 3,633千円

　　未払費用 611千円 542千円

   未払事業税 1,166千円 164千円

　　投資有価証券 5,572千円 6,917千円

　　繰越欠損金 62,315千円 63,105千円

　　その他 －千円 144千円

 繰延税金資産小計 75,155千円 82,030千円

   税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 －千円 △63,105千円

　　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 －千円 △13,301千円

 評価性引当額小計 △68,907千円 △76,407千円

 繰延税金資産合計 6,248千円 5,622千円
 

　    1. 評価性引当金額が7,500千円増加しております。この増加の主な内容は、貸倒引当金に係る評価性引当額を

        追加的に認識したことに伴うものであります。

2．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

当事業年度（2019年３月31日）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) 19,900 31,759 980 ― ― 10,466 　 63,105千円

評価性引当額 △19,900 △31,759 △980 ― ― △10,466 △63,105千円

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ― ―
 

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となった主

な項目別の内訳

前事業年度
(平成30年３月31日)

当事業年度
(平成31年３月31日)

 
法定実効税率

30.62％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

6.66％

住民税均等割

3.71％

評価性引当額の減少

△59.52％

その他

2.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率

△16.03％

 

 
法定実効税率

34.59％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

11.35％

住民税均等割

9.16％

評価性引当額の減少

△33.30％

税率変更による繰延税金資産の修正額

△6.22％

その他

△0.39％

税効果会計適用後の法人税等の負担率

15.19％

 
 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

平成31年8月31日に資本金を100,000千円に減資したことにより、法人事業税の外形標準課税が不適用となりまし

た。これに伴い、翌事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、
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法定実効税率を30.62％から34.59％に変更し計算しております。

この変更により、当事業年度の繰延税金資産が645千円増加し、法人税等調整額が645千円減少しております。

 
 
(企業結合等関係)

　　該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、サービスの内容、提供方法、販売方法等に基づいて「アドネットワーク事業」、「広告代理事業」、「自社

メディア事業」の３つを報告セグメントとしております。

「アドネットワーク事業」は不特定多数の媒体を束ね、それらの媒体に対し広告を配信するアドネットワーク広告及

び成果報酬型のアフィリエイト広告を提供するものであります。「広告代理事業」は、純広告や検索連動型（リスティ

ング）広告を提供するものであります。「自社メディア事業」は当社運営のサイトを通じて一般消費者へサービスや有

用な情報を提供するものであります。

 

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 
３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　 前事業年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

(単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

財務諸表
計上額
(注)２アドネット

ワーク事業
広告代理事業

自社メディア
事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 1,484,690 706,988 25,370 2,217,050 － 2,217,050

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

11,398 3,725 272 15,396 △15,396 －

計 1,496,089 710,714 25,642 2,232,447 △15,396 2,217,050

セグメント利益又は損失
(△)

97,453 31,276 △27,157 101,573 △72,395 29,177

その他項目       

減価償却費 587 211 172 971 2,958 3,929
 

(注) １．セグメント利益の調整額△72,395千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント資産は、事業セグメントに資産を配分していないため、記載しておりません。
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　 当事業年度(自　平成30年４月１日　至　平成31年３月31日)

(単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

財務諸表
計上額
(注)２アドネット

ワーク事業
広告代理事業

自社メディア
事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 1,381,197 510,199 24,904 1,916,301 ― 1,916,301

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

8,039 － 794 8,833 △8,833 ―

計 1,389,237 510,199 25,698 1,925,135 △8,833 1,916,301

セグメント利益又は損失
(△)

79,359 39,365 △32,224 86,500 △70,703 15,796

セグメント資産 － － 15,481 15,481 1,158,717 1,174,199

その他の項目       

減価償却費 233 51 421 707 2,528 3,235

のれん償却額 － － 3,870 3,870 － 3,870
 

(注) １．セグメント利益の調整額△70,703千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　２．セグメント資産の調整額1,158,717千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。

 
【関連情報】

前事業年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報にて同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

　売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

 

当事業年度(自　平成30年４月１日　至　平成31年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報にて同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産
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　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社バンダイナムコエンターテインメント 216,243 アドネットワーク事業

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　　当会計期間（自　平成30年４月１日　至　平成31年３月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

報告セグメント

全社・消去 合計アドネット
ワーク事業

広告代理事業
 自社メディア
 事業

計

当期末残高 － － 15,481 15,481 － 15,481
 

　(注) のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　該当事項はありません。

 
(持分法損益等)

１　関連会社に関する事項

前事業年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成30年４月１日　至　平成31年３月31日)

該当事項はありません。

 

２　開示対象特別目的会社に関する事項

当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。

 
【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（１）財務諸表提出会社の親会社

前事業年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

　　該当事項はありません。

 
当事業年度(自　平成30年４月１日　至　平成31年３月31日)

　　該当事項はありません。

 
（２）財務諸表提出会社の関連会社及び当該関連会社の子会社

前事業年度(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)

　　該当事項はありません。

 
当事業年度(自　平成30年４月１日　至　平成31年３月31日)

　　該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記
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　　親会社情報　FC2 Investment,LLC（非上場）
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(１株当たり情報)

 
前事業年度

(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

当事業年度
(自 平成30年４月１日
至 平成31年３月31日)

１株当たり純資産額 26,564.91円 26,811.83円

１株当たり当期純利益金額 833.18円 246.92円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

― ―
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

    ２　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

 

 
前事業年度

(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

当事業年度
（自　平成30年４月１日
至　平成31年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益金額(千円) 29,673 8,793

 普通株主に帰属しない金額(千円)  ― ―

 普通株式に係る当期純利益金額(千円) 29,673 8,793

  普通株式の期中平均株式数(株) 35,614 35,614

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額（千円）  ― ―

　普通株式増加数（株）  ― ―

　（うち新株予約権）（株） （ ― ） （ ― ）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要

　― ―
 

 

３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度末

(平成30年３月31日)
当事業年度末

(平成31年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 946,082 954,876

純資産の部の合計額から控除する金額(千円)  ―  ―

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 946,082 954,876

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

35,614 35,614
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(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産総額の１％以下であるため、記載を省略しております。

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

　建物附属設備 11,297 － － 11,297 6,973 1,074 4,324

　工具、器具
　及び備品

42,611 339 － 42,951 41,328 1,037 1,622

　有形固定資産計 53,909 339 － 54,249 48,301 2,112 5,947

無形固定資産        

　ソフトウェア 49,195 － － 49,195 47,750 1,108 1,444

 のれん 19,351 － － 19,351 3,870 3,870 15,481

　電話加入権 81 － － 81 － － 81

　商標権 143 － － 143 82 14 60

　無形固定資産計 68,771 － － 68,771 51,703 4,993 17,068
 

　(注）当期増加のうち主なものは、次のとおりであります。

情報機器の購入　339千円

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

 
【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 4,617 18,703 － － 23,320

賞与引当金 13,310 10,503 13,310 － 10,503
 

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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(2)【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額(千円）

現金 167

預金  

普通預金 860,256

合計 860,424
 

 

②　売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額(千円）

㈱バンダイナムコエンターテインメント 40,672

㈱ファイナルブルー 27,453

㈱デジタルコマース 16,113

ＧＭＯ　ＮＩＫＫＯ㈱ 15,355

㈱スクウェア・エニックス 10,306

その他 78,856

合計 188,757
 

 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率(％）
 

滞留期間(日）
 

(A) (B) (C) (D)
(C)

× 100
(A) ＋ (B)

 

 (A) ＋ (D)  
 ２  
 (B)  
 365  
 

292,626 2,066,336 2,170,204 188,757 92.0 42.5
 

（注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

 

③　貯蔵品

区分 金額(千円）

切手 22

収入印紙 22

合計 44
 

 

④　預け金

相手先 金額（千円）

 株式会社ファイナルブルー 30,000

 株式会社クルーレーブ 30,000

合計 60,000
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⑤　買掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円）

㈱フィング 25,906

㈱GameWith 9,104

ユナイテッド㈱ 8,656

㈱ブライトムーン 6,777

㈱ジーニー 6,714

その他 90,772

合計 147,931
 

 

(3)【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区霞が関三丁目2番5号
株式会社アイ・アール ジャパン

株主名簿管理人
東京都千代田区霞が関三丁目2番5号
株式会社アイ・アール ジャパン

取次所 ―

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 ―

単元未満株式の買取 ―

公告掲載方法

電子公告により行う。事故その他やむを得ない事由により電子公告による
ことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載URL
http://www.akinasista.co.jp/ir/publicity.html

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は上場会社でないため金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第18期(自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日)平成30年６月22日関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書

第19期中(自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日)平成30年12月21日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

令和元年６月21日

アキナジスタ株式会社

取締役会　御中

　　　　　　　　　東京芝公認会計士共同事務所
 

 

公認会計士 古　　嶋　　裕　　一 ㊞
 

 

公認会計士 古　　屋　 満　喜　男 ㊞
 

　

　私たちは、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるアキナジスタ株式会社の平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの第１９期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記

及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　私たちの責任は、私たちが実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに

財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査

を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、私た

ちの判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私たちは、リスク評価の実施に際

して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　私たちは、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アキナジス

タ株式会社の平成３１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 　以 上　　　

 
 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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